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Ⅰ．緒言

2005年の食育基本法の施行や栄養教諭の発足など

を経て、2021年度には食育推進基本計画の第 4 次推

進計画が示されている１）。また2017年からは、栄養

教諭を中心として教職員が一体となり食育を推進する

「栄養教諭を中核とした食に関する指導の推進」が文

部科学省から示されており、学校給食を「生きた教

材」として指導を行うことにより、児童生徒の健康で

健全な食生活が営めるよう、食育活動の推進が期待さ

れている2）。また近年では、子どもの貧困問題が浮上

し、学校給食が子どもにとって重要な食事の機会であ

ることが報告されている 3-5）。

児童・生徒の心身の発達に重要な役割を担う学校給

食は、「学校給食摂取基準」に基づいて栄養教諭・学

校栄養職員（以下、栄養教諭等）が、適切な栄養を摂

取できるよう献立を作成し 6,7 ）、学校給食調理員（以

下、調理員）は、徹底した衛生管理の下で給食の提供

を年間190回近く実施している8）。

学校給食ではこれまで、様々な食中毒の事故が発生

している9）。例えば、1996年に大阪堺市で発生した腸

管出血性大腸菌O-157では、給食を喫食した児童生徒

とその家族等にも被害が拡大し、大規模な食中毒事故

となった10）。この事件を受けて、1997年には厚生労

働省から大量調理施設衛生管理マニュアルが施行、ま

た文部科学省からは、大量調理施設衛生管理マニュア

ルよりも、より具体的な禁止事項が明記された学校給

食衛生管理基準が施行された。さらに2009年には、

新たにHazard Analysis and Critical Control Point

（HACCP）の概念に基づいた基準を施行している11）。
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調理員にとって衛生管理に関する能力の維持・向上

は、非常に重要な職務であることから、各施設や自治

体では、学校給食衛生基準を基本とした独自マニュア

ルの作成や定期的な衛生講習会が行われている12-14）。

また、文部科学省が作成している「学校給食調理従事者

研修マニュアル」では、学校給食調理員の業務は検収、

下処理、調理、配食、配送の各工程において「学校給食

衛生管理基準」に従っておいしく安全な給食が提供でき

るよう努め、その際には文部科学省が作成したマニュア

ルを熟読し、調理員同士で勉強会を行うなど、自己研鑽

に努める必要がある、と明記されている15）。しかし調

理員の衛生管理意識に関し調査している先行研究は

１件しかなく13）、また食育との関連を明らかにして

いる調査はない。そこで本研究の目的は、学校給食調

理員の衛生管理に関する情報収集意欲と食育及び衛生

管理意識に関する項目との関連の検討を行うことであ

る。

Ⅱ．方法

（１）対象データ

調査対象者は、神奈川県A市内の学校給食調理場

全24施設中、共同調理場方式 4 施設、自校調理場方

式20施設に勤める学校給食調理員208名である。調

査に当たっては事前にA市教育委員会に調査研究趣

意に関する理解を得たのち、A市内の学校給食施設に

勤務する学校給食調理員への調査を実施した。調査時

期は2020年 2 月中旬から 3 月下旬で、質問紙はA市

教育委員会学校安全課の担当を通して施設ごとに配布

し、回収には返信用封筒を添付した。質問紙は無記名

式であり、研究の同意を得た者は回答した質問紙を、

研究に非同意の者は無回答の質問紙を郵送にて回収し

た。質問紙への回答を得られたのは208名中152名

（回収率73.1%）であった。

（２）対象とした調査項目と解析方法

調査項目については、学校給食調理員に対する職業

意識調査は検索できなかったため、先行研究13）を参

考に調理員に対する独自の質問紙を作成した。

学校給食調理員への質問紙の項目は、年齢、性別、

子どもの有無、調理師免許の有無、雇用形態（正規職

員、再任用、非常勤・パートタイマー）、学校給食の

調理方式（自校調理場、共同調理場）、調理員配置形

態（直営配置校、民間委託配置校）、給食施設の食数

（2020年 2 月 7 日時点）、学校給食経験年数を調査し

た。また、主観的健康観、主観的仕事満足感、主観的

生活満足感は５件法にて評価し、そのうち主観的健

康観で「非常に健康である」「健康である」と回答し

た者を主観的健康観の良好な者とし、主観的仕事満足

感、主観的生活満足感においても「満足である」「や

や満足である」と回答した者を主観的仕事満足感が良

好な者、主観的生活満足感が良好な者と定義した。

食育に関する項目は、食育の認知及び理解度、栄養

教諭等の職務内容についての理解度について５件法

にて評価した。そのうち、それぞれの項目で「よく認

知（理解）している」「認知（理解）している」と回

答した群を「認知（理解）群」、「どちらでもない」

「あまり認知（理解）していない」「認知（理解）して

いない」と回答した群を「非認知（理解）群」とし

た。日常の中で児童・生徒と接する機会の有無は、

「機会あり」と「機会なし」の２つの選択肢から評価

した。食育への参加頻度は「毎日」「週に数回」「月に

数回」「年に数回」「参加なし」の５件法にて回答さ

せ、「毎日」「週に数回」「月に数回」「年に数回」を

「食育活動参加群」、「参加なし」を「食育活動非参加

群」とした。

衛生管理について、A市は学校給食衛生管理基準を

基にした市独自の衛生管理マニュアルを作成してお

り、学校給食はそのマニュアルに準じて運営されてい

る。衛生管理意識に関する項目は、市独自の衛生管理

マニュアルの理解、衛生管理について自主的に知識を

高める行動や情報収集の有無、衛生管理の知識の向上

意欲の有無について調査した。市独自の衛生管理マニ

ュアルの理解では「よく理解している」「理解してい

る」と回答した群を「理解群」、「どちらでもない」

「あまり理解していない」「理解していない」と回答し

た群を「非理解群」とした。「衛生管理について自主

的に知識を高める行動や情報の収集を行っているか」

という問いに対し、「とてもそう思う」「そう思う」と

回答した群を「情報収取群」、「どちらでもない」「あ

まりそう思わない」「思わない」と回答した群を「非

情報収集群」とした。「衛生管理に関して知識をより

一層高めていきたいか」という問いに対し、「とても

そう思う」「そう思う」と回答した群を「向上群」、

「どちらでもない」「あまりそう思わない」「思わない」

と回答した群を「非向上群」とした。
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統計解析は、「衛生管理について自主的に知識を高

める行動や情報の収集を行っているか」の回答を「情

報収集群」「非情報収集群」の二群に分けし、それぞ

れの項目をχ２乗検定で単変量の解析を行い、欠損

値は項目ごとに除外し集計した。なお全ての統計解析

はSPSS statistics Ver.25（IBM）を使用し、名義変数

に対してはFisherの正確検定を、その他の項目は

MannWhitney U検定を用い、有意水準は 5%（両側

検定）とした。

（３）倫理的配慮

A市教育委員会を通じて、調査の目的、調査結果は

研究目的のみに使用すること、個人情報を保護するこ

となどを説明し、承諾を得た。またA市の学校給食

の職業形態には、A市役所に雇用されている直営の調

理員と、A市と業務委託契約のある給食民間委託会社

に勤務している職員がいる。このうち民間委託会社に

はA市教育委員会から調査依頼をかけてもらい、調

査実施の承認を得た。学校給食調理員の研究の同意に

ついては、質問紙の表紙に、無記名式で実施するこ

と、調査の目的、データは研究目的にのみ使用される

こと、任意であること、いつでも中止可能であり、回

答したくない設問には回答しなくてもよいことなど、

同意の撤回の方法、質問紙への回答をもって同意を得

たものとすることなどの倫理的配慮に関する説明をし

た。これらの倫理的配慮に沿って、返送された質問表

をもって同意を得たものとみなした。なお、非同意の

者は無回答のまま質問紙を戻しても、業務等の不利益

を被らないことを書面にて説明した。

Ⅲ．結果

（１）基本特性

基本特性を表１に示す。回収した152名の質問紙

のうち、分析する項目に欠損のある者を除いた143名

（有効回答率：94.1％）を解析対象者とした。解析対

象 者 の 内 訳 は、 男 性 8 名（5.6%）、 女 性135名

（94.4%）、平均年齢は47.4±10.2 歳であった。また雇

用形態は、正規職員（市職員・民間委託会社）が46

名（32.2%）、再任用職員が 8 名（5.6%）、非常勤・パ

ートタイマーの者が85名（59.4％）であり、学校給

食調理経験年数は9.09±7.67年であった。なお、学校

給食運営方式は自校給食場が91名（63.6%）、共同調

理場が52名（36.4%）であり、市正規職員が勤務して

いる直営配置校に勤務している者は28名（19.6％）

であり、民間委託会社校に勤務している者は115名

（80.4％）であった。

「衛生管理について自主的に知識を高める行動や情

報の収集を行っている」という設問に対して情報収集

群と非情報収集群に分類し解析したところ、学校給食

調理経験年数において学校給食に従事している経験年

数が情報収集群の方が有意に長かった（11.4±8.03年

vs6.7±6.6年、ｐ<0.01）。

（２）食育との関連項目

食育に関するの項目との結果を表 2 に示す。その結

果、食育の認知及び理解度に対して両群に有意な差は

なかったものの、栄養教諭等の職務内容を理解してい

ると回答した者や（56名（81.2％）vs34名（47.2%）、

ｐ<0.01）、日常の中で児童・生徒と接する機会があ

ると回答した者（51名（76.1％）vs44名（59.5％）、

ｐ<0.01）、また年間の中で少なくても１回以上、児

童・生徒の何らかの食育活動に参加していると回答し

た者は情報収集群に有意に多かった（17名（25.8％）

vs 7 名（10.0％）、ｐ<0.01）。

（３）衛生管理との関連項目

衛生管理に関する項目との結果を表３に示す。衛

生管理に関するマニュアルを理解していると回答した

者や、衛生管理に関する知識をより一層高めていきた

いと回答した者も、情報収集群に有意に多かった（い

ずれもｐ<0.01）。

Ⅳ．考察

本稿の目的は、学校給食調理員の衛生管理に対する

情報収集意欲と、食育及び衛生管理意識に関する項目

との関連を検討することである。その結果、「衛生管

理について自主的に知識を高める行動や情報の収集を

行っている」という設問に対して、積極的に衛生管理

に関する情報を収集していると回答した情報収集群は 

非情報収集群と比べて、学校給食に従事している経験

年数が長く、栄養教諭等の職務内容を理解しており、

日常の中で児童・生徒と接する機会があり、少なくて

も年１回以上児童・生徒の食育活動に参加している

者、衛生管理に関するマニュアルを理解していると回
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答している者、衛生管理に関する知識をより一層高め

ていきたいと回答している者が多かった。

（1）学校給食調理員に関する調査研究の結果

学校給食調理員の衛生管理意識に関する研究報告は

少ない。CiNiiで「学校給食」「調理員」で検索をした

ところ、93件がヒットした（2021年 9 月20日現在）。

内訳は1975～ 1999年に57件、2000～ 2020年に36件

であり、その内容は学校給食調理員の労働環境におけ

る腰痛や頸肩腕障害などの業務による身体的負荷に関

するものが54件と最も多かったものの、衛生管理意

識を調査している論文は 3 件しかなく、そのうち本研

究と同様の調理員の衛生管理意識を調査したものは沖

縄県の学校給食調理員に森山ら（2015）が調査した

ものの１件のみであった13）。森山ら（2015）が実施

した調査の結果、調理員の衛生管理意識は雇用形態や

経験年数などで有意差がなく、調理員一人一人が高い

衛生管理意識を持っていたことを報告している13）。

これは本研究では異なる結果であったがその要因とし

て、正規職員の割合に差があることが考えられる。そ

の理由として、森山らの研究において本務（正規職

員）が全体の67.6%を占めているのに対し、A市では

正規職員（直営・民間委託）が32.2%であった。A市

では現在、市の職員として正規調理員の採用を行って

おらず、定年退職した職員を再任用として雇用した

り、臨時職員やパートを増やす、業務委託化等の対応

を行っているため、正規職員と非正規職員の数が逆転

している。佐々木（2015）は著書の中で、多くの自

治体で正規職員と臨時職員数が逆転していることを指

摘している12）。また佐藤（2009）は、正規職員を雇

用せず、非常勤職員が多くなることは正規職員の労働

が強化される例が少なくなく、その疲労などが蓄積さ

れることによって、本来の業務である調理技術技能や

労働意欲の低下を招きやすいことを指摘している16）。

給食調理は重労働な作業が多く、且つ衛生管理に関し

て指示を的確に遵守することが求められる。そのた

め、正規職員の数を増やして業務分担を平準化するこ

とで、衛生管理意識を今よりも底上げすることができ

る可能性がある。

（2）食育に関する項目

調理員と食育との関連を検討している研究は少な

い。本研究では、食育に対する認知度に両群で差はな

かったものの、情報収集群において栄養教諭等の職務

内容を理解している者、児童・生徒と接する機会があ

る者、食育活動に参加している者で有意に高かった。

食育に関する項目を検討する際に、自校調理場方式な

のか共同調理場方式なのかは議論する必要がある。そ

の理由として、自校調理場方式の方が「食べ手」であ

る児童・生徒と「作り手」である調理員や農業関係者

を意識しやすく、また食材を通して相互にコミュニケ

ーションを図ることで、双方によりよい効果をもたら

すことができることが報告されている16-19）。一方で共

同調理場では調理員を近くに感じられる機会が少ない

他、地産地消を推し進める際にも、地場産物を大量に

納入したものの農産物の品質が悪くて調理に時間がか

かってしまったり、パート職員が多くなってしまった

ことにより凝った調理ができないなどの課題が報告さ

れている19-20）。一方で冨田ら（2021）は、共同調理

場方式でありながら地産地消の取り組みに成功してい

る事例を挙げている。これは、生産者による学校給食

センターへの直接納入の機会を用いて、日々生産者と

学校給食センターが関わりを持てるよう体制を変更し

たところ、生産者が学校給食センター及び児童・生徒

との距離が近くなったことでやりがいが生まれたこと

や、学校給食センターの栄養士や調理員も生産者の園

場見学へいくことで地産地消を理解し、生産者と学校

給食センターの双方が食育実践という共通の目標に向

かうことができたということを挙げている20）。この

他にも共同調理場方式でも、地場産物を豊富に用いた

食育効果の高い給食を提供している事例が紹介されて

いることから12）、給食調理方式や児童・生徒と直接

的な交流でなかったとしても、感謝の心の育成や地場

産物を用いた給食を提供し続けることを通して、食育

活動を展開できる可能性がある。特に第 4 次食育推進

計画において、栄養教諭による地場産物を活用した食

に関する指導の取組回数の増加が求められいる1）。地

場産物をおいしく学校給食で提供することは、地域を

巻き込んだ食育の推進が期待できる。そのためにも、

学校・家庭・地域でどのような食育推進が求められて

いるのかを調理員が知ることによって、事前に衛生管

理についての情報共有する等の対策を講じながら、地

場産物を活用した学校給食を通して食育の推進につな

げていける可能性がある。
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（3）衛生管理に関する項目

学校給食における食中毒事故は1996年の大阪堺市

O−157食中毒事件（堺市）以降、減少傾向にあるも

のの、依然として毎年発生している21）。櫻井（2016）

は、学校給食における食中毒は成人より免疫力の弱い

児童・生徒を対象としていることから、厳密な食中毒

予防対策を行う必要があることを指摘している9）。ま

た尾崎（2015）は、食中毒が発生した学校を対象と

した実践報告において、その原因を国の実態調査委員

会から、調理員への衛生管理指導体制が不十分であ

り、調理員が基本的な衛生管理を理解していなかった

こと、臨時採用の栄養職員が正規採用の調理員を指導

するにあたり、校長や教育委員会の支援体制が不十分

であったこと等の指摘があったことを公表している。

また同様の調査において、調理に携わっていた調理員

に対してインタビュー調査を行った結果、昔から着任

していた調理員が昔からのやり方（経験）を変えてい

なかったこと、毎日の作業で事故が起こらなかったた

め自分の衛生管理意識や作業に間違いがあったことが

わからなかったことなどの意見があったこと等、調理

員間でも衛生管理を含めて相互に課題があったことを

報告している22）。一般的に、学校給食の調理員は全

て調理師免許を有しているわけではない。本研究でも

調理師免許を保有している者は46.2%であり、そのう

ち専門学校等を終了した後に調理師免許を取得してい

る者はわずかであった。調理師免許は国家試験の受験

資格として 2 年以上の実務経験を有し、所定の要件を

満たせば筆記試験を受験することができるため、食品

衛生学等の知識は独学での習得となることが多い。し

かし学校給食は他の調理職とは異なり、安全・安心で

おいしい給食の提供以外にも学校給食を通しての食育

活動や地場産物を用いた給食の提供など、特有の専門

性が要求される。以上のことから、経験年数も能力も

様々な調理場では、細かな職場内研修を繰り返し行

い、経験則ではなく科学に基づいた衛生管理知識の定

着を目指すことが必要である。

衛生管理意識を高める自主勉強会の活動を行ってい

る自治体もある。佐々木（2015）は著書の中で武蔵

野市での事例を挙げ、栄養士と調理員が自主勉強会を

月に 2 回程度の頻度で開催しており、その到達目標と

して学校給食衛生管理基準の把握や、人前で講話（衛

生管理・調理指導等）等、個々の知識を高めているこ

とを紹介している12）。またTakahashi（2018）らは、

日本の学校給食における食物アレルギーの管理と衛生

管理の歴史的変遷を系統的レビューした結果、学校の

食中毒事故を予防するためには、ヒューマンエラーを

減らせるような人への教育が重要であることと結論づ

けている21）。

これらの事件・事故を回避し、安全・安心でおいし

い学校給食を提供するためには、栄養教諭等の職務内

容を理解した上で、その調理指示や工程を正確に実行

することが必要である。また、調理員が日々衛生管理

に関する情報をどのように得ているのかに関しても、

蓄積されている先行研究は見当たらなかった。今後

は、学校給食調理員の衛生知識育成の職場内研修や、

管轄地区ごとに実施する職場外研修などを通じて、衛

生管理の知識や能力の育成等、必要な情報にアクセス

できるようなシステム作りが必要である。

本研究の限界を 3 点述べる。まず本研究は横断的な

調査である点である。そのため、調理員の衛生管理に

関する情報収集意欲と食育及び衛生管理に関する項目

との因果関係を特定することはできなかった。今後は

縦断的な調査により、調理員と児童・生徒の交流や職

場内研修等を行いながら変化があるかどうか検討する

必要がある。2 つ目は、本研究は 1 つの市区町村に勤

務する調理員を対象としている点である。特に食育に

おいて、本研究ではどのような食育活動に参加してい

る等の詳細な調査はできなかった。本研究の調査対象

地域は全国の民間委託率からみても委託率が高く、一

般化には限界がある23）。民間委託率が全国的に増加

しているため、今後は民間委託の調理員も含めて携わ

っている食育活動について調査を行う必要がある。3

つ目は、本調査は新型コロナウィルス感染症流行前に

実施した調査である点である。本調査の後に新型コロ

ナウイルス感染症の蔓延及び非常事態宣言の発令に伴

い、学校の一時休校などの措置がとられた。その後、

文部科学省より「学校における新型コロナウイルス感

染症に関する衛生管理マニュアル～「学校の新しい生

活様式」～」の対策も告示されたことから 24）、現在

ではコロナ禍以前よりも衛生管理意識が向上している

可能性がある。

以上のような限界点があるものの、本研究ではこれ

まで報告されていなかった調理員の衛生管理に対する

情報収集意欲と、食育及び衛生管理意識に関する項目

との関連について明らかにすることができた。今後
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は、衛生管理に関するより詳細な調査項目を検討する

こと、縦断的な追跡調査を行うなどのさらなる調査が

必要であると考えられる。

Ⅴ．まとめ

本研究の結果、衛生管理について自主的に知識を高

める行動や情報の収集を行っている調理員と食育及び

衛生管理意識には関連があることを明らかにした。学

校給食調理員が栄養教諭等の職務を理解した上で学校

給食に携わることは、「安全・安心でおいしい給食」

の提供に繋がるだけでなく食育の推進にも繋がる。そ

のためには、衛生管理や食育の知識や意欲の向上、能

力の育成のために、情報提供や研修会の開催等を積極

的に実施する必要がある。
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表2：衛生管理に関する情報収集の有無と食育・栄養教諭に関する項目との関連

項目 カテゴリ 情報収集群（n=69） 非情報収集群（n=74） P値

食育の認知および理解度 理解群（n=121） 63（91.3） 58（80.6） 0.112

非理解群（n=20） 6（8.7） 14（19.4）

栄養教諭等の職務内容の理解度 認知群（n=90） 56（81.2） 34（47.2） <0.01

非認知群（n=50） 13（18.8） 37（51.4）

日常の中で児童生徒と接する機会の有無 機会あり群（n=95） 51（76.1） 44（59.5） <0.01

機会なし群（n=46） 16（23.9） 30（40.5）

食育活動参加の有無 参加群（n=24） 17（25.8） 7（10.0） <0.05

非参加群（n=112） 49（74.2） 63（90.0）

表３：衛生管理に関する情報収集の有無と食育参加頻度との検討

項目 カテゴリー 情報収集群（n=66） 非情報収集群（n=70） P値

食育参加頻度 食育参加群（n=64） 41（64.1） 23（32.9） <0.01

非食育参加群（n=70） 23（35.9） 47（67.1）

食育参加頻度「毎日」「週に数回」「月に数回」「年に数回」と回答した者を「参加群」、「参加していない」と回答した者を「非参加群」とした

表4：衛生管理に関する情報収集の有無と衛生管理に関する知識向上意欲との検討

項目 カテゴリー 情報収集群（n=69） 非情報収集群（n=74） P値

衛生管理に関するマニュアルの理解 理解群（n=123） 66（95.7） 57（77.0） <0.01

非理解群（n=20） 3（4.4） 17（23.0）

衛生管理に関して知識向上の有無 向上群（n=115） 64（95.5） 51（70.8） <0.01

非向上群（n=24） 3（4.5） 21（29.2）
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Relationship between proactive collection of information on hygiene management 
and items related to food and nutrition education and hygiene management 

awareness among school lunch cooks

Rena HOSHI

【Abstract】

Objective：The purpose of this study was to examine the relationship between the willingness of school lunch 

cooks to proactively collect information on hygiene management and items related to food and nutrition 

education and hygiene management awareness.

Methods：A questionnaire survey was conducted on the 208 cooks working in school lunch kitchens.

Results：The results of the survey were as follows: （1） the number of years of experience in school food service, 

（2） understanding of the duties of nutrition teachers, （3） opportunities to interact with children and students 

in daily life, and （4） participation in some kind of food and nutrition education activities at least once a year. 

Those in the information collection group were more likely to have an understanding of hygiene management 

manuals and to want to further improve their knowledge of hygiene management.

Conclusion：There was a relationship between the cooks who voluntarily took actions to improve their knowledge 

of hygiene management and collected information and their awareness of food and nutrition education and 

hygiene management. In order for school meal preparers to understand the duties of nutrition teachers, and be 

involved in school meals, it is necessary to actively provide information and hold training sessions.

Keywords: school lunch cook, shokuiku, food and nutrition education, hygiene management awareness, nutrition teacher
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